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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期
第１四半期
累計期間

第29期
第１四半期
累計期間

第28期

会計期間

自平成23年
10月１日
至平成23年
12月31日

自平成24年
10月１日
至平成24年
12月31日

自平成23年
10月１日
至平成24年
９月30日

売上高（千円） 1,056,2681,191,8325,068,947

経常利益（千円） 23,128 112,763 336,715

四半期（当期）純利益（千円） 13,108 72,823 189,220

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 4,969,1924,969,1924,969,192

発行済株式総数（株） 267,808 267,808 267,808

純資産額（千円） 15,458,23115,682,77715,654,058

総資産額（千円） 44,555,52548,889,45849,305,406

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
52.10 290.28 753.68

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 200

自己資本比率（％） 34.7 32.1 31.7

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

　

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

   

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。　

（１）業績の状況

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、依然として不透明感があるものの、東日本大震災の復興需要等により

緩やかに回復しつつあります。12月の政権交代後の経済政策への期待感から、株価の回復・円安基調への転換等明るい

兆しも見えてまいりました。

　当社が属する不動産業界におきましても、12月に東証REIT指数が東日本大震災前の水準を回復し、オフィス市場・住

宅市場ともに賃料の底打ち感が出始めております。

　このような事業環境下、当社は引き続きテナントとの良好な関係の維持・向上に努め、マーケット状況に合わせた効

率的なリーシング活動に注力するとともに、前期に続き利回りの高い賃貸レジデンスを追加取得いたしました。

　以上の結果、当第１四半期累計期間の経営成績は、売上高1,191百万円（前年同四半期比12.8％増）、経常利益112百万

円（前年同四半期比387.6％増）、四半期純利益72百万円（前年同四半期比455.6％増）となりました。

　なお、当社は賃貸事業を主要な事業としており、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、セグメント別の業績の記

載を省略しております。 

　　

（２）財政状態 

　当第１四半期会計期間末におきましては、総資産は、前事業年度末の49,305百万円から48,889百万円と415百万円減少

しました。これは主に、建物が107百万円、土地が473百万円増加したものの、現金及び預金が969百万円減少したことに

よるものであります。 

　総負債は、前事業年度末の33,651百万円から33,206百万円と444百万円減少しました。これは主に、長期借入金（一年

以内含む）が138百万円、未払法人税等が57百万円、流動負債「その他」が184百万円減少したことによるものでありま

す。

　純資産は、前事業年度末の15,654百万円から15,682百万円と28百万円増加しました。これは主に、前期末剰余金の配当

を50百万円行ったものの、四半期純利益を72百万円計上したことによるものであります。 

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

　当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。

　　 　

（４）研究開発活動

  特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 738,000

計 738,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月８日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 267,808 　　　  　 267,808東京証券取引所市場第一部

単元株制度は採

用しておりませ

ん。

計 267,808 267,808 － －

　 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。  

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日
－ 267,808 － 4,969,192 － 5,099,179

 

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。  

 

①【発行済株式】

　 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）　

　　　
普通株式　　16,930 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　250,878 250,877
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 267,808 － －

総株主の議決権 － 250,877 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄における「株式数（株）」の欄には証券保管振替機構名義の失念株式１株を含

めておりますが、「議決権の数（個）」の欄には当該株式にかかる議決権１個は除いております。 

②【自己株式等】

平成24年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社ランド

ビジネス

東京都千代田区霞が関三丁目２

番５号　霞が関ビルディング
16,930 － 16,930 6.32

計 ― 16,930 － 16,930 6.32

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成24年10月１日から平成24年

12月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年10月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年９月30日)

当第１四半期会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,168,270 5,198,749

営業未収入金 49,034 42,696

販売用不動産 1,343,501 1,367,303

仕掛販売用不動産 1,306,352 1,306,506

その他 186,784 187,711

貸倒引当金 △1,430 △1,420

流動資産合計 9,052,513 8,101,548

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 20,923,556 21,030,980

土地 17,467,817 17,941,050

その他（純額） 405,633 388,975

有形固定資産合計 38,797,008 39,361,005

無形固定資産 755,287 755,086

投資その他の資産 ※1
 700,596

※1
 671,818

固定資産合計 40,252,892 40,787,910

資産合計 49,305,406 48,889,458

負債の部

流動負債

営業未払金 37,695 43,033

1年内返済予定の長期借入金 5,497,035 5,754,351

1年内償還予定の社債 309,000 294,000

未払法人税等 111,524 53,650

賞与引当金 15,661 6,354

その他 742,349 558,236

流動負債合計 6,713,266 6,709,625

固定負債

社債 728,000 728,000

長期借入金 23,672,875 23,276,579

退職給付引当金 19,365 19,940

受入敷金保証金 2,268,197 2,232,395

その他 249,643 240,141

固定負債合計 26,938,080 26,497,055

負債合計 33,651,347 33,206,681

純資産の部

株主資本

資本金 4,969,192 4,969,192

資本剰余金 5,099,179 5,099,179

利益剰余金 6,123,603 6,146,251

自己株式 △422,718 △422,718

株主資本合計 15,769,257 15,791,905

評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益 △115,199 △109,128

評価・換算差額等合計 △115,199 △109,128

純資産合計 15,654,058 15,682,777

負債純資産合計 49,305,406 48,889,458
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成23年10月１日
　至　平成23年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成24年10月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 1,056,268 1,191,832

売上原価 673,592 688,581

売上総利益 382,675 503,251

販売費及び一般管理費 176,695 183,937

営業利益 205,980 319,314

営業外収益

受取利息 376 393

雑収入 354 297

営業外収益合計 731 690

営業外費用

支払利息 152,917 177,482

資金調達費用 25,553 26,765

雑損失 5,113 2,993

営業外費用合計 183,583 207,241

経常利益 23,128 112,763

特別利益

固定資産売却益 － 6,660

特別利益合計 － 6,660

税引前四半期純利益 23,128 119,423

法人税等 10,020 46,600

四半期純利益 13,108 72,823
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

　法人税法の改正に伴い、当第１四半期会計期間より、平成24年10月１日以後に取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

　なお、この変更による当第１四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

  

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前事業年度

（平成24年９月30日）
当第１四半期会計期間
（平成24年12月31日）

投資その他の資産 2,000千円 2,000千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

　
前第１四半期累計期間
（自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日）

減価償却費 249,451千円 259,607千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たりの
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年12月16日

定時株主総会
普通株式 50,363 200

平成23年

９月30日

平成23年

12月19日
利益剰余金

　

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たりの
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年12月19日

定時株主総会
普通株式 50,175 200

平成24年

９月30日

平成24年

 12月20日
利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成23年10月１日 至平成23年12月31日）

　当社は賃貸事業を主要な事業としており、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記載を省略しており

ます。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成24年10月１日 至平成24年12月31日）

　当社は賃貸事業を主要な事業としており、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記載を省略しており

ます。 

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 52円10銭 290円28銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 13,108 72,823

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 13,108 72,823

普通株式の期中平均株式数（株） 251,613 250,878

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

該当事項はありません。 同　左

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

２【その他】

該当事項はありません。  
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年２月８日

株式会社ランドビジネス

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 新田　　誠　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮下　　毅　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ランドビ

ジネスの平成24年10月１日から平成25年９月30日までの第29期事業年度の第１四半期会計期間（平成24年10月１日から

平成24年12月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年10月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半

期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ランドビジネスの平成24年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半　　

　　　　　　　期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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